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報第９号 

放棄した債権の報告について

下呂市債権管理条例（平成 29年下呂市条例第 22 号）第 16条第１項の規定により、次の

とおり市の債権を放棄したので、同条第２項の規定により報告する。 

債権の名称 

（担当部署） 
放棄事由 

人数

(人) 

件数

(件) 
金額(円) 放棄年月日 

市営住宅使用料 

（まちづくり推進課）

第４号 1 26 535,860

令和７年３月 27 日 第７号 1 6 87,600

計 2 32 623,460

経営安定資金融資 

保証料補給金返還金 

（商工課）

第４号 1 1 9,700 令和６年 11 月 21 日 

水道料金 （水道課） 第３号 2 14 16,422 令和７年３月 27 日 

合計  5 47 649,582

※ 件数は、月単位で発生した債権は月単位で、年度単位で発生した債権は年度単位で累計 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登        
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放棄事由の概要 

下呂市債権管理条例第 16条第１項 

第１号 消滅時効に係る時効期間の満了 

第２号 相続に係る限定承認があった場合で相続財産からの弁済見込なし 

第３号 相続人不存在又は相続放棄 

第４号 破産免責等 

第５号 強制執行後の無資力 

第６号 徴収停止後の期間経過 

第７号 生活保護受給者又はこれに準ずる者 

第８号 債権の存在につき法律上の争いがある場合に勝訴の見込みがない 
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報第 10 号 

健全化判断比率の報告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第３条第１項の

規定により、令和６年度決算に係る健全化判断比率を、下記及び別冊のとおり監査委員

の意見を付けて報告する。 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

下呂市の比率 － － １０．７ － 

早期健全化基準 １２．８９ １７．８９ ２５．０ ３５０．０ 

・実質赤字比率欄及び連結実質赤字比率欄の「－」は赤字額がないことを表す。 

 ・将来負担比率欄の「－」は比率が算定されないことを表す。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登
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報第 11 号 

資金不足比率の報告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 22 条第１項の

規定により、令和６年度決算に係る資金不足比率を、下記及び別冊のとおり監査委員の

意見を付けて報告する。 

（単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － ２０．０ 

下水道事業会計 － ２０．０ 

下呂温泉合掌村事業会計 － ２０．０ 

金山病院事業会計 １．５ ２０．０ 

資金不足比率欄の「－」は資金不足額がないことを表す。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 
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報第 12 号 

一般財団法人下呂ふるさと文化財団の経営状況の報告につい

て 

 一般財団法人下呂ふるさと文化財団の経営状況について、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 243 条の３第２項の規定により、別紙のとおり報告する。 

令和７年９月２日提出 

                    下呂市長  山 内  登 
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令和7年度 収支予算書 

一般財団法人下呂ふるさと文化財団

【当初予算】

令和7年4月1日 
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承第５号 

専決処分の承認について（下呂市国民健康保険税条例の一部

を改正する条例） 

  別紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 令和７年度分国民健康保険税の税率及び税額を改めることに伴い、下呂市国民健康保

険税条例の一部を改正する条例について専決処分したので、地方自治法第 179 条第３項

の規定により報告し、承認を求めるもの。 
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専第 14 号 

専決処分書（下呂市国民健康保険税条例の一部を改正する条

例） 

  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第１項の規定により、下呂市国民健康

保険税条例の一部を改正する条例を、別紙のとおり専決処分する。 

令和７年７月１日 

下呂市長  山 内  登 
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下呂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

下呂市国民健康保険税条例（平成16年下呂市条例第103号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額） 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額

は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条の２ 第２条第２項の世帯別平等割額

は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民

健康保険法第６条第８号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当該

資格を喪失した日の前日以後継続して同

一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であって同日の属する月（以下この号

において「特定月」という。）以後５年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯

に他の被保険者がいない場合に限る。）を

いう。次号、第７条の３及び第23条第１項

において同じ。）及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって特定月以後

５年を経過する月の翌月から特定月以後

８年を経過する月までの間にあるもの（当

該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。第３号、第７条の３及び第

23条第１項において同じ。）以外の世帯

20,000円 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民

健康保険法第６条第８号の規定により被

保険者の資格を喪失した者であって、当該

資格を喪失した日の前日以後継続して同

一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する被保険者が属する

世帯であって同日の属する月（以下この号

において「特定月」という。）以後５年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯

に他の被保険者がいない場合に限る。）を

いう。次号、第７条の３及び第23条第１項

において同じ。）及び特定継続世帯（特定

同一世帯所属者と同一の世帯に属する被

保険者が属する世帯であって特定月以後

５年を経過する月の翌月から特定月以後

８年を経過する月までの間にあるもの（当

該世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。）をいう。第３号、第７条の３及び第

23条第１項において同じ。）以外の世帯

19,900円 

(２) 特定世帯10,000円 (２) 特定世帯9,950円 

(３) 特定継続世帯15,000円 (３) 特定継続世帯14,925円 

-38-



改  正  後 改  正  前 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額

は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

第７条の３ 第２条第３項の世帯別平等割額

は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 特定世帯4,000円 (２) 特定世帯3,750円 

(３) 特定継続世帯6,000円 (３) 特定継続世帯5,625円 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民

健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎

課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が66万円を超え

る場合には、66万円）、同条第３項本文の後

期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が26万円を超える場合には、26万円）並び

に同条第４項本文の介護納付金課税額から

オ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が17万円を超える場合には、

17万円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健

康保険税の納税義務者に対して課する国民

健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎

課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が66万円を超え

る場合には、66万円）、同条第３項本文の後

期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲

げる額を減額して得た額（当該減額して得た

額が26万円を超える場合には、26万円）並び

に同条第４項本文の介護納付金課税額から

オ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が17万円を超える場合には、

17万円）の合算額とする。 

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、43

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得を有する者（前年

中に法第703条の５第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33

号）第28条第１項に規定する給与所得につ

(１) 法第703条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、43

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得を有する者（前年

中に法第703条の５第１項に規定する総所

得金額に係る所得税法（昭和40年法律第33

号）第28条第１項に規定する給与所得につ

-39-



改  正  後 改  正  前 

いて同条第３項に規定する給与所得控除

額の控除を受けた者（同条第１項に規定す

る給与等の収入金額が55万円を超える者

に限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有

する者（前年中に法第703条の５第１項に

規定する総所得金額に係る所得税法第35

条第３項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第４項に規定する公的年

金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入

金額が60万円を超える者に限り、年齢65

歳以上の者にあっては当該公的年金等の

収入金額が110万円を超える者に限る。）

をいい、給与所得を有する者を除く。）の

数の合計数（以下この条において「給与所

得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、43万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に10万円を乗じて得た

金額を加算した金額）を超えない世帯に係

る納税義務者 

いて同条第３項に規定する給与所得控除

額の控除を受けた者（同条第１項に規定す

る給与等の収入金額が55万円を超える者

に限る。）をいう。以下この号において同

じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有

する者（前年中に法第703条の５第１項に

規定する総所得金額に係る所得税法第35

条第３項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第４項に規定する公的年

金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未

満の者にあっては当該公的年金等の収入

金額が60万円を超える者に限り、年齢65

歳以上の者にあっては当該公的年金等の

収入金額が110万円を超える者に限る。）

をいい、給与所得を有する者を除く。）の

数の合計数（以下この条において「給与所

得者等の数」という。）が２以上の場合に

あっては、43万円に当該給与所得者等の数

から１を減じた数に10万円を乗じて得た

金額を加算した金額）を超えない世帯に係

る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について18,970円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について18,550円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯14,000円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯13,930円 

(イ) 特定世帯7,000円 (イ) 特定世帯6,965円 
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改  正  後 改  正  前 

(ウ) 特定継続世帯10,500円 (ウ) 特定継続世帯10,448円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。）１人について6,300円 

被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。）１人について6,230円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯5,600円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯5,250円 

(イ) 特定世帯2,800円 (イ) 特定世帯2,625円 

(ウ) 特定継続世帯4,200円 (ウ) 特定継続世帯3,938円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について6,790円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について 6,650円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について4,340円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について 4,060円 

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、43

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所

得者等の数から１を減じた数に10万円を

乗じて得た金額を加算した金額）に被保険

者及び特定同一世帯所属者１人につき30

万5,000円を加算した金額を超えない世帯

(２) 法第703条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、43

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所

得者等の数から１を減じた数に10万円を

乗じて得た金額を加算した金額）に被保険

者及び特定同一世帯所属者１人につき30

万5,000円を加算した金額を超えない世帯
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改  正  後 改  正  前 

に係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

に係る納税義務者（前号に該当する者を除

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について13,550円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について13,250円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯10,000円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯9,950円 

(イ) 特定世帯5,000円 (イ) 特定世帯4,975円 

(ウ) 特定継続世帯7,500円 (ウ) 特定継続世帯7,463円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。）１人について4,500円 

被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。）１人について4,450円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯4,000円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯3,750円 

(イ) 特定世帯2,000円 (イ) 特定世帯1,875円 

(ウ) 特定継続世帯3,000円 (ウ) 特定継続世帯2,813円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について4,850円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について 4,750円 
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改  正  後 改  正  前 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について3,100円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について2,900円 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、43

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所

得者等の数から１を減じた数に10万円を

乗じて得た金額を加算した金額）に被保険

者及び特定同一世帯所属者１人につき56

万円を加算した金額を超えない世帯に係

る納税義務者（前２号に該当するものを除

く。） 

(３) 法第703条の５第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合算額が、43

万円（納税義務者並びにその世帯に属する

国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、43万円に当該給与所

得者等の数から１を減じた数に10万円を

乗じて得た金額を加算した金額）に被保険

者及び特定同一世帯所属者１人につき56

万円を加算した金額を超えない世帯に係

る納税義務者（前２号に該当するものを除

く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について5,420円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について5,300円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める額

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯4,000円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯3,980円 

(イ) 特定世帯2,000円 (イ) 特定世帯1,990円 

(ウ) 特定継続世帯3,000円 (ウ) 特定継続世帯2,985円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 

被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。）１人について1,800円 

被保険者（第１条第２項に規定する世

帯主を除く。）１人について1,780円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期 エ 国民健康保険の被保険者に係る後期
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改  正  後 改  正  前 

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

に定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯1,600円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯1,500円 

(イ) 特定世帯800円 (イ) 特定世帯750円 

(ウ) 特定継続世帯1,200円 (ウ) 特定継続世帯1,125円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について1,940円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について 1,900円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について1,240円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について 1,160円 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世

帯内に６歳に達する日以後の最初の３月31

日以前である被保険者（以下「未就学児」と

いう。）がある場合における当該納税義務者

に対して課する被保険者均等割額（当該納税

義務者の世帯に属する未就学児につき算定

した被保険者均等割額（前項に規定する金額

を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、

当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世

帯内に６歳に達する日以後の最初の３月31

日以前である被保険者（以下「未就学児」と

いう。）がある場合における当該納税義務者

に対して課する被保険者均等割額（当該納税

義務者の世帯に属する未就学児につき算定

した被保険者均等割額（前項に規定する金額

を減額するものとした場合にあっては、その

減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、

当該被保険者均等割額から、次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

(１) 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人

について次に定める額 

(１) 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人

について次に定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額 ア 前項第１号アに規定する金額を減額
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改  正  後 改  正  前 

した世帯4,065円 した世帯3,975円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額

した世帯6,775円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額

した世帯6,625円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額

した世帯10,840円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額

した世帯10,600円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世

帯13,550円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世

帯13,250円 

(２) 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れ未就学児１人について次に定める額 

(２) 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

れ未就学児１人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額

した世帯1,350円 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額

した世帯1,335円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額

した世帯2,250円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額

した世帯2,225円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額

した世帯3,600円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額

した世帯3,560円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世

帯4,500円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世

帯4,450円 

３ （略） ３ （略） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の下呂市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例

による。 
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【参考資料】 

下呂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例要綱 

１．改正理由 

令和７年度分国民健康保険税の税額を改めるため、当該条例の一部を改正するものです。 

２．概要 

(１) 医療給付費分の平等割の額を下記のとおり変更します。 

＜医療給付費分＞ 

区分 令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ） 増減（Ａ）－（Ｂ） 

平等割 20,000 円 19,900 円 100 円

平等割（特定世帯） 10,000 円 9,950 円 50 円

平等割（特定継続世帯） 15,000 円 14,925 円 75 円

（第５条の２関係） 

(２) 後期高齢者支援金分の特定世帯及び特定継続世帯の平等割の額を下記のとおり変更しま

す。 

＜後期高齢者支援金分＞ 

区分 令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ） 増減（Ａ）－（Ｂ） 

平等割（特定世帯） 4,000 円 3,750 円 250 円

平等割（特定継続世帯） 6,000 円 5,625 円 375 円

（第７条の３関係） 

(３) ７割軽減の減税額を下記のとおり変更します。（世帯所得が 43 万円を超えない世帯） 

区分 対象項目 
令和７年度 

（Ａ） 

令和６年度 

（Ｂ） 

増減 

（Ａ）－（Ｂ）

均等割 

医療給付費分 18,970 円  18,550 円 420 円

後期高齢者支援金分  6,300 円 6,230 円 70 円

介護納付金分 6,790 円 6,650 円 140 円

平等割 

医療 

給付費分 

特定世帯及び特定継続

世帯以外の世帯 
14,000 円 13,930 円 70 円

特定世帯 7,000 円 6,965 円 35 円

特定継続世帯 10,500 円 10,448 円 52 円

後期高齢者

支援金分 

特定世帯及び特定継続

世帯以外の世帯
5,600 円 5,250 円 350 円

特定世帯 2,800 円 2,625 円 175 円

特定継続世帯 4,200 円 3,938 円 262 円

介護納付金分 4,340 円 4,060 円 280 円

（第 23 条第１項第１号関係） 
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(４) ５割軽減の減税額を下記のとおり変更します。（世帯所得が〔43 万円＋（30.5 万円×被

保険者数及び特定同一世帯所属者数）〕を超えない世帯） 

区分 対象項目 
令和７年度 

（Ａ） 

令和６年度 

（Ｂ） 

増減 

（Ａ）－（Ｂ）

均等割 

医療給付費分  13,550 円 13,250 円 300 円

後期高齢者支援金分 4,500 円 4,450 円 50 円

介護納付金分 4,850 円 4,750 円 100 円

平等割 

医療 

給付費分 

特定世帯及び特定継続

世帯以外の世帯
10,000 円 9,950 円 50 円

特定世帯 5,000 円 4,975 円 25 円

特定継続世帯 7,500 円 7,463 円 37 円

後期高齢者

支援金分 

特定世帯及び特定継続

世帯以外の世帯
4,000 円 3,750 円 250 円

特定世帯 2,000 円 1,875 円 125 円

特定継続世帯 3,000 円 2,813 円 187 円

介護納付金分 3,100 円 2,900 円 200 円

（第 23 条第１項第２号関係） 

(５) ２割軽減の減税額を下記のとおり変更します。（世帯所得が〔43 万円＋（56 万円×被保

険者数及び特定同一世帯所属者数）〕を超えない世帯） 

区分 対象項目 
令和７年度 

（Ａ） 

令和６年度 

（Ｂ） 

増減 

（Ａ）－（Ｂ）

均等割 

医療給付費分 5,420 円 5,300 円 120 円

後期高齢者支援金分 1,800 円 1,780 円 20 円

介護納付金分 1,940 円 1,900 円 40 円

平等割 

医療 

給付費分 

特定世帯及び特定継続

世帯以外の世帯
4,000 円 3,980 円 20 円

特定世帯 2,000 円 1,990 円 10 円

特定継続世帯 3,000 円 2,985 円 15 円

後期高齢者

支援金分 

特定世帯及び特定継続

世帯以外の世帯
1,600 円 1,500 円 100 円

特定世帯 800 円 750 円 50 円

特定継続世帯 1,200 円 1,125 円 75 円

介護納付金分 1,240 円 1,160 円 80 円

（第 23 条第１項第３号関係） 

(６) 未就学児につき算定した均等割額を下記のとおり変更します。 

区分 対象項目 
令和７年度 

（Ａ） 

令和６年度 

（Ｂ） 

増減 

（Ａ）－（Ｂ）
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医療給付費

分均等割 

７割軽減 4,065 円 3,975 円 90 円

５割軽減 6,775 円 6,625 円 150 円

２割軽減 10,840 円 10,600 円 240 円

上記以外の世帯 13,550 円 13,250 円 300 円

後期高齢者

支援金分均

等割 

７割軽減 1,350 円 1,335 円 15 円

５割軽減 2,250 円 2,225 円 25 円

２割軽減 3,600 円 3,560 円 40 円

上記以外の世帯 4,500 円 4,450 円 50 円

（第 23 条第２項関係） 

(７) この条例は、令和７年７月１日から施行します。 

（附則第１項関係） 

(８) 改正後の下呂市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度分の国民健康保険税について

適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例によるものとしま

す。 

（附則第２項関係） 
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承第６号 

専決処分の承認について（令和７年度下呂市一般会計補正予

算（第５号）） 

別紙のとおり専決処分したので、その承認を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

令和７年６月 23 日から 26 日の梅雨前線豪雨により公共土木施設が被災し、早急に復

旧対応するための測量設計費の増額補正を、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179

条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求め

るもの。 
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専第 15 号 

専決処分書（令和７年度下呂市一般会計補正予算（第５号）） 

  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第１項の規定により、令和７年度下呂市

一般会計補正予算（第５号）を、別紙のとおり専決処分する。 

令和７年７月４日 

下呂市長  山 内  登 
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令和７年度下呂市一般会計補正予算（第５号） 

 令和７年度下呂市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２０，１１８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２２，６９３，９８０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

19. 繰 入 金 １，９９６，９０８ ２０，１１８ ２，０１７，０２６

02. 基 金 繰 入 金 １，９９５，０５８ ２０，１１８ ２，０１５，１７６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２２，６７３，８６２ ２０，１１８ ２２，６９３，９８０

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

11. 災 害 復 旧 費 ５６，６６９ ２０，１１８ ７６，７８７

02. 公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ２，８０４ ２０，１１８ ２２，９２２

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２２，６７３，８６２ ２０，１１８ ２２，６９３，９８０

【第１表】

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

19. 繰 入 金 １，９９６，９０８ ２０，１１８ ２，０１７，０２６

歳       入       合       計歳 入 合 計 ２２，６７３，８６２ ２０，１１８ ２２，６９３，９８０

歳入【総　括】

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県支出金 地 方 債 そ の 他

11. 災 害 復 旧 費 56,669 20,118 76,787   20,118  

歳       出       合       計歳 出 合 計 22,673,862 20,118 22,693,980   20,118  

歳出【総　括】

一 般 財 源
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２　歳入

(款) 19. 繰入金

(項) 02. 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 基金繰入金 1,995,058 20,118 2,015,176  01. 基金繰入金 20,118 災害対策基金繰入金                        

計 1,995,058 20,118 2,015,176

歳入【繰入金】

目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 11. 災害復旧費
(項) 02. 公共土木施設災害復旧費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

01. 公共土木施 2,804 20,118 22,922 20,118 12. 委託料 20,118

設災害復旧 20,118 測量設計等 20,118 現年補助災害復旧事業 20,118

費 <繰入金 委託料 委託料 20,118
20,118>       測量設計等委託料                     

計 2,804 20,118 22,922 20,118

歳出【災害復旧費】

一般財源 区   分  金   額 
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諮第６号 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和 24 年法律第

139 号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

記 

住   所 氏  名 年  齢 

黒木 節子 67 歳 

令和７年９月２日提出 

                    下呂市長  山 内  登 

  提 案 理 由 

 人権擁護委員黒木節子氏が、令和７年 12月 31 日に任期満了となるため。 
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同第６号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                嶋田 浩 73 歳 
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同第７号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                中島 義彦 69 歳 
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同第８号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                熊﨑 みどり 71 歳 
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同第９号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                熊﨑 升美 63 歳 
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同第 10 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                鎌倉 宏之 59 歳 
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同第 11 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                中島 尊治 63 歳 
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同第 12 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                福井 順也 37 歳 
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同第 13 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                中島 悠 46 歳 
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同第 14 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                谷口 寿貴 64 歳 
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同第 15 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                中島 義雄 67 歳 
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同第 16 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                熊﨑 秀幸 56 歳 
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同第 17 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                今井 学 65 歳 
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同第 18 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由  

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                寳 賢一 65 歳 
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同第 19 号 

下呂市農業委員会委員の任命について 

 次の者を下呂市農業委員会委員に任命したいので、農業委員会等に関する法律（昭和 26

年法律第 88 号）第８条第１項の規定により、議会の同意を求める。 

記 

   令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由 

農業委員会委員が、令和７年９月 30 日に任期満了となるため。 

住   所 氏  名 年  齢 

                二村 浩 63 歳 
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議第 76 号

損害賠償の額を定めることについて

 次のとおり損害賠償の額を定める。

１．損害賠償の理由 

令和６年 12 月 10 日午前４時 53 分頃、下呂

市消防職員が下呂温泉病院から高山赤十字病

院へ緊急搬送をした帰路、国道 41 号線沿いの

ガードパイプに衝突し、車両を全焼させる事

故が発生した。市は当該事故により破損した

道路及びガードパイプの復旧費用 2,750,000

円を賠償する。 

２．損害賠償額（市の過失割合）         2,750,000 円（100 分の 100） 

 内

訳

保 険 金  2,750,000 円 

一般財源 0 円 

３．損害賠償の相手方 
愛知県名古屋市中区三の丸２丁目５番１号

中部地方整備局長 森本 輝

令和７年９月２日提出 

                       下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第１項第 13 号の規定により議会の議決

を求めるもの。 
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議第 77 号 

財産の取得について 

 次のとおり財産を取得することについて、議会の議決を求める。 

１ 取得する財産  下呂交流会館アリーナ移動式バスケットゴール  ２対 

２ 取 得 価 格  19,965,000 円 

３ 取得の相手方  香川県仲多度郡琴平町榎井 590 番地 

          株式会社 都村製作所 

           代表取締役社長 都村 尚志 

４ 取 得 の 理 由  既存バスケットゴール耐用年数の超過及びアリーナ床への局所荷

重を考慮した軽量製品への更新のため。 

令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

下呂交流会館アリーナ移動式バスケットゴールの予定価格が、下呂市議会の議決に付

すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条に規定する「議会の議決に付さ

なければならない財産の取得又は処分は、予定価格 2,000 万円以上の不動産若しくは動

産の買入れ」に該当するため。 
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第　１　回 第　２　回
備　　　考

金　　額 金　　額

開札

閉札

から まで

順位 順位

( )

：

：

円

円 円

円

円

(
(

)
)
円

円

長谷川体育施設（株）岐阜営業所 6 円20,000,000
（有）中央体育器具製作所 2 円18,500,000
（株）エクス 4 円18,720,000
（株）スポーツマックス 辞退

株愛知スイミング　岐阜支店( ) 辞退

株フレーベル館　岐阜支店( ) 辞退

株福伸シート( ) 辞退

（株）ジャクエツ　多治見店 5 円18,800,000
本とスポーツ用品　なかの 辞退

（株）飛騨コンピュータサービス 辞退

（有）二村学習社 辞退

（株）カミヤ 辞退

入札執行一覧表
契約方法 指名競争入札

契約担当 まちづくり推進部まちづくり推進課

まち推物第６号仕様書番号 令和年月日： 7  8 13 9 00

下呂交流会館アリーナ移動式バスケットゴール購入
開札日時

令和年月日： 7  8 13 9 10
購入物品名

入札場所下呂庁舎２階　打合室下呂市森番地( 960 )
納入場所下呂交流会館アリーナ 執行者下呂市長　山内　登

履行期限令和年月日 令和年月日 立会人財務課長　杉山　勝彦 7  8 14  8  3 31
売買金額 19,965,000 香川県仲多度郡琴平町榎井590

（株）都村製作所予定価格 20,141,000 18,310,000
契約者

低入札調査基準価格 - 0-
失格判断基準価格 0- -

売買金額は、入札書に記載された金額に当該金額の 分のに相当する額を加算した金額であり法律上の入札価格である。100 10

業 者 名

下呂交流会館アリーナ移動式バスケットゴール２対
（製品コード： ） BA-1741
ショットクロック専用架台１組

事 業 概 要

指名業者選定理由 地理的要件、指名停止の有無を総合評価し、令和年月日開催の指名業者選定委員会において上記業者を選定した。7 7 15
随意契約理由
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第　１　回 第　２　回
備　　　考

金　　額 金　　額

開札

閉札

から まで

順位 順位

( )

：

：

円

円 円

円

円

(
(

)
)
円

円

株八神製作所　高山営業所( ) 辞退

ゴコウ株　中部支店( ) 辞退

中部パークシステム（株） 失格

（株）日比野スポーツ 2 円18,500,000
マイハンズゴトウ　ゴトウ金物店 辞退

教育情報パートナーズ（株） 辞退

（株）都村製作所 1 落札円18,150,000

入札執行一覧表
契約方法 指名競争入札

契約担当 まちづくり推進部まちづくり推進課

まち推物第６号仕様書番号 令和年月日： 7  8 13 9 00

下呂交流会館アリーナ移動式バスケットゴール購入
開札日時

令和年月日： 7  8 13 9 10
購入物品名

入札場所下呂庁舎２階　打合室下呂市森番地( 960 )
納入場所下呂交流会館アリーナ 執行者下呂市長　山内　登

履行期限令和年月日 令和年月日 立会人財務課長　杉山　勝彦 7  8 14  8  3 31
売買金額 19,965,000 香川県仲多度郡琴平町榎井590

（株）都村製作所予定価格 20,141,000 18,310,000
契約者

低入札調査基準価格 - 0-
失格判断基準価格 0- -

売買金額は、入札書に記載された金額に当該金額の 分のに相当する額を加算した金額であり法律上の入札価格である。100 10

業 者 名

下呂交流会館アリーナ移動式バスケットゴール２対
（製品コード： ） BA-1741
ショットクロック専用架台１組

事 業 概 要

指名業者選定理由 地理的要件、指名停止の有無を総合評価し、令和年月日開催の指名業者選定委員会において上記業者を選定した。7 7 15
随意契約理由
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議第 78 号 

坂本線２災害復旧工事請負契約の変更契約の締結について 

 次のとおり工事請負契約の変更契約を締結することについて、議会の議決を求める。 

１ 工 事 名   坂本線２災害復旧工事 

２ 契約の方法   事後審査型条件付き一般競争入札 

３ 契約金額    変更前 161,636,200 円 

          変更後 163,793,300 円 

４ 契約の相手方  岐阜県下呂市萩原町羽根 2638 番地１ 

はぎわら e株式会社 

代表取締役 金子 博之 

令和７年９月２日提出 

                      下呂市長  山 内  登 

 提 案 理 由 

坂本線２災害復旧工事の請負契約の変更契約が、下呂市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条に規定する「議会の議決に付さなければならない

契約は、予定価格１億 5,000 万円以上の工事又は製造の請負」に該当するため。 
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変更内容説明資料 

１．仕様書番号  建災第１号（令和６年度） 

２．工 事 名  坂本線２災害復旧工事 

３．契 約 金 額  変更前 161,636,200 円 

変更後 163,793,300 円 

増 額  2,157,100 円 

４．変更理由・内容 

本工事を実施するにあたり、令和７年１月 28日付けで締結した第１回変更契約後

の積雪及び凍結により、仮設モルタル吹付工施工範囲の法面崩壊が進行し、堆積土

砂が増加した。堆積土砂の数量が確定したことにより、契約金額を増額して変更契

約を締結する必要が生じた。 
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議第７９号 

令和７年度下呂市一般会計補正予算（第６号） 

 令和７年度下呂市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，０７５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２２，６９８，０５５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

   令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

16. 県 支 出 金 １，３５０，７３０ １，０７５ １，３５１，８０５

02. 県 補 助 金 ７７３，８２７ １，０７５ ７７４，９０２

19. 繰 入 金 ２，０１７，０２６ ３，０００ ２，０２０，０２６

02. 基 金 繰 入 金 ２，０１５，１７６ ３，０００ ２，０１８，１７６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２２，６９３，９８０ ４，０７５ ２２，６９８，０５５

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

04. 衛 生 費 ２，１７１，２４９ ３，５３７ ２，１７４，７８６

01. 保 健 衛 生 費 １，１２３，８２６ ３，５３７ １，１２７，３６３

14. 予 備 費 ３３，８３４ ５３８ ３４，３７２

01. 予 備 費 ３３，８３４ ５３８ ３４，３７２

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２２，６９３，９８０ ４，０７５ ２２，６９８，０５５

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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（ 追　加 ）

令和８年度より令和12年度まで 29,025

第 ２ 表　　　債　務　負　担　行　為　補　正

岐阜大学寄附講座寄附金（医療対策課）

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額（千円）

1
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

16. 県 支 出 金 １，３５０，７３０ １，０７５ １，３５１，８０５

19. 繰 入 金 ２，０１７，０２６ ３，０００ ２，０２０，０２６

歳       入       合       計歳 入 合 計 ２２，６９３，９８０ ４，０７５ ２２，６９８，０５５

歳入【総　括】

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

04. 衛 生 費 2,171,249 3,537 2,174,786 1,075   2,462

14. 予 備 費 33,834 538 34,372    538

歳       出       合       計歳 出 合 計 22,693,980 4,075 22,698,055 1,075   3,000

歳出【総　括】

一 般 財 源
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２　歳入

(款) 16. 県支出金

(項) 02. 県補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 03. 衛生費県補助金 20,078 1,075 21,153  01. 保健衛生費補助金 1,075 県地域医療確保事業費補助金                

計 773,827 1,075 774,902

(款) 19. 繰入金

(項) 02. 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 基金繰入金 2,015,176 3,000 2,018,176  01. 基金繰入金 3,000 財政調整基金繰入金                        

計 2,015,176 3,000 2,018,176

歳入【県支出金】【繰入金】

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 04. 衛生費

(項) 01. 保健衛生費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

01. 保健衛生総 810,478 3,537 814,015 1,075 2,462 25. 寄附金 3,225

務費 312 寄附金 3,225 国民健康保険特別会計（診療施設勘定）繰出金 

27. 繰出金 312 312

特別会計繰 312 繰出金 312
出金       特別会計繰出金                       

        国民健康保険事業特別会計（診療施設 

        勘定）繰出金                       

1,075 2,150 医療対策事業 3,225

<県支出金 寄附金 3,225
1,075>       寄附金                               

        岐阜大学寄附講座寄附金             

計 1,123,826 3,537 1,127,363 1,075 2,462

(款) 14. 予備費
(項) 01. 予備費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

01. 予備費 33,834 538 34,372 538

538 予備費 538

計 33,834 538 34,372 538

歳出【衛生費】【予備費】

一般財源 区   分  金   額 

一般財源 区   分  金   額 
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議第８０号 

令和７年度下呂市国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）補正予算（第２号） 

 令和７年度下呂市の国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５８３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２２５，１７７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

   令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

-86-



(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

07. 繰 入 金 ９８，４８３ ３１２ ９８，７９５

01. 繰 入 金 ９８，４８３ ３１２ ９８，７９５

09. 諸 収 入 １１３ ２７１ ３８４

02. 雑 入 １１３ ２７１ ３８４

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２２４，５９４ ５８３ ２２５，１７７

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

02. 医 業 費 １７１，６１５ ５８３ １７２，１９８

01. 医 業 費 １７１，６１５ ５８３ １７２，１９８

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２２４，５９４ ５８３ ２２５，１７７

【国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）】

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

07. 繰 入 金 ９８，４８３ ３１２ ９８，７９５

09. 諸 収 入 １１３ ２７１ ３８４

歳       入       合       計歳 入 合 計 ２２４，５９４ ５８３ ２２５，１７７

【国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）】

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

02. 医 業 費 171,615 583 172,198   583  

歳       出       合       計歳 出 合 計 224,594 583 225,177   583  

【国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）】

一 般 財 源
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２　歳入

(款) 07. 繰入金

(項) 01. 繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 繰入金 98,483 312 98,795  01. 一般会計繰入金 312 一般会計繰入金                            

計 98,483 312 98,795

(款) 09. 諸収入

(項) 02. 雑入 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 01. 雑入 113 271 384  01. 雑入 271 電子処方箋管理ｻｰﾋﾞｽ関係補助金             

計 113 271 384

【国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）】

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 02. 医業費

(項) 01. 医業費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

01. 医業費 171,615 583 172,198 583 12. 委託料 583

583 諸委託料 583 小坂診療所医療事業 583

<繰入金 委託料 583
312>       諸委託料                             

<諸収入
271>

計 171,615 583 172,198 583

【国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）】

一般財源 区   分  金   額 
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議第 81 号 

下呂市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個

人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例について 

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第 40 号）に基づく地

方公共団体情報システムの統一・標準化について、標準化基準に適合する基幹業務シス

テム（標準準拠システム）への移行に当たり、行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第９条第２項の規定に基づ

く個人番号の利用及び同法第 19 条第 11 号の規定に基づく特定個人情報の提供を行う事

務を追加するため、当該条例の一部を改正するもの。 
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下呂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例 

下呂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番

号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年下呂市条例第31号）の一部を次のように

改正する。 

改  正  後 改  正  前 

下呂市個人番号の利用及び特定個人情報

の提供に関する条例 

下呂市行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情

報の提供に関する条例 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

実施

機関 
事務 

実施

機関 
事務 

１～５ （略） １～５ （略） 

６ 

市

長 

市の事務を処理するために利用

する情報システムの機能であっ

て住登外者（市の住民基本台帳

に記録されていない者をいう。

以下同じ。）を特定する固有の

番号を付番し、管理するもの（以

下「住登外者宛名番号管理機能」

という。）による住登外者の情

報の管理に関する事務であって

規則で定めるもの 

７ 

教

育

委

員

就学が困難と認められる児童生

徒の保護者に対する就学援助に

関する事務であって規則で定め

るもの 
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改  正  後 改  正  前 

会 

８ 

教

育

委

員

会 

住登外者宛名番号管理機能によ

る住登外者の情報の管理に関す

る事務であって規則で定めるも

の 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

実施

機関 

事務 特定個人情報 実施

機関 

事務 特定個人情報 

１ 

市

長 

児童福祉法

（昭和22年

法律第164

号）による障

害児通所給

付費、特例障

害児通所給

付費、高額障

害児通所給

付費、肢体不

自由児通所

医療費、障害

児相談支援

給付費若し

くは特例障

害児相談支

援給付費の

支給、障害福

祉サービス

の提供、保育

身体障害者福祉

法（昭和24年法律

第283号）による

身体障害者手帳、

精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律（昭和

25年法律第123

号）による精神障

害者保健福祉手

帳若しくは知的

障害者福祉法（昭

和35年法律第37

号）による知的障

害者に関する情

報（以下「障害者

関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

１ 

市

長 

児童福祉法

（昭和22年

法律第164

号）による障

害児通所給

付費、特例障

害児通所給

付費、高額障

害児通所給

付費、肢体不

自由児通所

医療費、障害

児相談支援

給付費若し

くは特例障

害児相談支

援給付費の

支給、障害福

祉サービス

の提供、保育

身体障害者福祉

法（昭和24年法律

第283号）による

身体障害者手帳、

精神保健及び精

神障害者福祉に

関する法律（昭和

25年法律第123

号）による精神障

害者保健福祉手

帳若しくは知的

障害者福祉法（昭

和35年法律第37

号）による知的障

害者に関する情

報（以下「障害者

関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

児童福祉法によ 児童福祉法によ
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改  正  後 改  正  前 

所における

保育の実施

若しくは措

置又は費用

の徴収に関

する事務で

あって規則

で定めるも

の 

る障害児入所支

援又は措置（同法

第27条第１項第

３号の措置をい

う。）に関する情

報（以下「障害児

入所支援等関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

所における

保育の実施

若しくは措

置又は費用

の徴収に関

する事務で

あって規則

で定めるも

の 

る障害児入所支

援又は措置（同法

第27条第１項第

３号の措置をい

う。）に関する情

報（以下「障害児

入所支援等関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

住登外者宛名番

号管理機能によ

る住登外者の情

報の管理に関す

る情報（以下「住

登外者宛名情報」

という。）であっ

て規則で定める

もの 

２ 

市

長 

身体障害者

福祉法によ

る障害福祉

サービス、障

害者支援施

設等への入

所等の措置

又は費用の

徴収に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

地方税法（昭和25

年法律第226号）

その他の地方税

に関する法律に

基づく条例の規

定により算定し

た税額又はその

算定の基礎とな

る事項に関する

情報（以下「地方

税関係情報」とい

う。）であって規

２ 

市

長 

身体障害者

福祉法によ

る障害福祉

サービス、障

害者支援施

設等への入

所等の措置

又は費用の

徴収に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

地方税法（昭和25

年法律第226号）

その他の地方税

に関する法律に

基づく条例の規

定により算定し

た税額又はその

算定の基礎とな

る事項に関する

情報（以下「地方

税関係情報」とい

う。）であって規
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改  正  後 改  正  前 

則で定めるもの 則で定めるもの 

障害者関係情報

であって規則で

定めるもの 

障害者関係情報

であって規則で

定めるもの 

生活保護法によ

る保護の実施若

しくは就労自立

給付金の支給に

関する情報（以下

「生活保護関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

生活保護法によ

る保護の実施若

しくは就労自立

給付金の支給に

関する情報（以下

「生活保護関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

中国残留邦人等

の円滑な帰国の

促進並びに永住

帰国した中国残

留邦人等及び特

定配偶者の自立

の支援に関する

法律（平成６年法

律第30号）による

支援給付又は配

偶者支援金の支

給に関する情報

（以下「中国残留

邦人等支援給付

等関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

中国残留邦人等

の円滑な帰国の

促進並びに永住

帰国した中国残

留邦人等及び特

定配偶者の自立

の支援に関する

法律（平成６年法

律第30号）による

支援給付又は配

偶者支援金の支

給に関する情報

（以下「中国残留

邦人等支援給付

等関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

住登外者宛名情
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改  正  後 改  正  前 

報であって規則

で定めるもの 

３ （略） ３ （略） 

４ 

市

長 

地方税法そ

の他の地方

税に関する

法律及びこ

れらの法律

に基づく条

例による地

方税の賦課

徴収又は地

方税に関す

る調査（犯則

事件の調査

を含む。）に

関する事務

であって規

則で定める

もの 

国民健康保険法

（昭和33年法律

第192号）又は高

齢者の医療の確

保に関する法律

（昭和57年法律

第80号）による医

療に関する給付

の支給又は保険

料の徴収に関す

る情報（以下「医

療保険給付関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

４ 

市

長 

地方税法そ

の他の地方

税に関する

法律及びこ

れらの法律

に基づく条

例による地

方税の賦課

徴収又は地

方税に関す

る調査（犯則

事件の調査

を含む。）に

関する事務

であって規

則で定める

もの 

国民健康保険法

（昭和33年法律

第192号）又は高

齢者の医療の確

保に関する法律

（昭和57年法律

第80号）による医

療に関する給付

の支給又は保険

料の徴収に関す

る情報（以下「医

療保険給付関係

情報」という。）

であって規則で

定めるもの 

介護保険法（平成

９年法律第123

号）による保険給

付の支給、地域支

援事業の実施又

は保険料の徴収

に関する情報（以

下「介護保険給付

等関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

介護保険法（平成

９年法律第123

号）による保険給

付の支給、地域支

援事業の実施又

は保険料の徴収

に関する情報（以

下「介護保険給付

等関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

住登外者宛名情

報であって規則
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改  正  後 改  正  前 

で定めるもの 

５ 

市

長 

国民健康保

険法による

保険給付の

支給又は保

険料の徴収

に関する事

務であって

規則で定め

るもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

５ 

市

長 

国民健康保

険法による

保険給付の

支給又は保

険料の徴収

に関する事

務であって

規則で定め

るもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

国民年金法（昭和

34年法律第141

号）による年金で

ある給付の支給

又は保険料の徴

収に関する情報

（以下「年金給付

関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

国民年金法（昭和

34年法律第141

号）による年金で

ある給付の支給

又は保険料の徴

収に関する情報

（以下「年金給付

関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情

報であって規則

で定めるもの 

生活保護関係情

報であって規則

で定めるもの 

下呂市福祉医療

費助成条例によ

る医療に関する

給付の支給に関

する情報（以下

「福祉医療費支

給関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

下呂市福祉医療

費助成条例によ

る医療に関する

給付の支給に関

する情報（以下

「福祉医療費支

給関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

６ （略） ６ （略） 

７ 知的障害者 地方税関係情報 ７ 知的障害者 地方税関係情報
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改  正  後 改  正  前 

市

長 

福祉法によ

る障害福祉

サービス、障

害者支援施

設等への入

所等の措置

又は費用の

徴収に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

であって規則で

定めるもの 

市

長 

福祉法によ

る障害福祉

サービス、障

害者支援施

設等への入

所等の措置

又は費用の

徴収に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

であって規則で

定めるもの 

障害者関係情報

であって規則で

定めるもの 

障害者関係情報

であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情

報であって規則

で定めるもの 

生活保護関係情

報であって規則

で定めるもの 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

８～10 （略） ８～10 （略） 

11 

市

長 

高齢者の医

療の確保に

関する法律

による後期

高齢者医療

給付の支給

又は保険料

の徴収に関

する事務で

あって規則

で定めるも

の 

障害者の日常生

活及び社会生活

を総合的に支援

するための法律

（平成17年法律

第123号）による

療養介護又は施

設入所支援に関

する情報（以下

「障害者総合支

援関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

11 

市

長 

高齢者の医

療の確保に

関する法律

による後期

高齢者医療

給付の支給

又は保険料

の徴収に関

する事務で

あって規則

で定めるも

の 

障害者の日常生

活及び社会生活

を総合的に支援

するための法律

（平成17年法律

第123号）による

療養介護又は施

設入所支援に関

する情報（以下

「障害者総合支

援関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情

報であって規則

で定めるもの 

生活保護関係情

報であって規則

で定めるもの 

福祉医療費支給

関係情報であっ

て規則で定める

福祉医療費支給

関係情報であっ

て規則で定める
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改  正  後 改  正  前 

もの もの 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

12 （略） 12 （略） 

13 

市

長 

介護保険法

による保険

給付の支給、

地域支援事

業の実施又

は保険料の

徴収に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

13 

市

長 

介護保険法

による保険

給付の支給、

地域支援事

業の実施又

は保険料の

徴収に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

医療保険給付関

係情報であって

規則で定めるも

の 

医療保険給付関

係情報であって

規則で定めるも

の 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

14～16 （略） 14～16 （略） 

17 

市

長 

下呂市福祉

医療費助成

条例による

医療費の支

給に関する

事務であっ

て規則で定

めるもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

17 

市

長 

下呂市福祉

医療費助成

条例による

医療費の支

給に関する

事務であっ

て規則で定

めるもの 

地方税関係情報

であって規則で

定めるもの 

児童扶養手当法

による児童扶養

手当の支給に関

する情報（以下

「児童扶養手当

関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

児童扶養手当法

による児童扶養

手当の支給に関

する情報（以下

「児童扶養手当

関係情報」とい

う。）であって規

則で定めるもの 

障害者関係情報

であって規則で

定めるもの 

障害者関係情報

であって規則で

定めるもの 

生活保護関係情 生活保護関係情

-100-



改  正  後 改  正  前 

報であって規則

で定めるもの 

報であって規則

で定めるもの 

医療保険給付関

係情報であって

規則で定めるも

の 

医療保険給付関

係情報であって

規則で定めるも

の 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

18～21 （略） 18～21 （略） 

22 

教

育

委

員

会 

就学が困難

と認められ

る児童生徒

の保護者に

対する就学

援助に関す

る事務であ

って規則で

定めるもの 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

23 

教

育

委

員

会 

学校保健安

全法（昭和33

年法律第56

号）による医

療に要する

費用につい

ての援助に

関する事務

であって規

則で定める

もの 

住登外者宛名情

報であって規則

で定めるもの 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 
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改  正  後 改  正  前 

情報

照会

機関 

事務 

情報

提供

機関 

特定個人情

報 

情報

照会

機関 

事務 

情報

提供

機関 

特定個人情

報 

１ （略） １ （略） 

２ 

市

長 

住登外者宛

名番号管理

機能による

住登外者の

情報の管理

に関する事

務であって

規則で定め

るもの 

教育

委員

会 

住登外者宛

名情報であ

って規則で

定めるもの

３ （略） ２ （略） 

４ 

教

育

委

員

会 

住登外者宛

名番号管理

機能による

住登外者の

情報の管理

に関する事

務であって

規則で定め

るもの 

市長 住登外者宛

名情報であ

って規則で

定めるもの

附 則 

 この条例は、令和８年１月１日から施行する。 
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                        【参考資料】 

下呂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情

報の提供に関する条例の一部を改正する条例要綱 

１．改正理由 

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第 40 号）に基づく

地方公共団体情報システムの統一・標準化について、標準化基準に適合する基幹業務

システム（標準準拠システム）への移行に当たり、行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第９条第２項の規

定に基づく個人番号の利用及び同法第 19 条第 11 号の規定に基づく特定個人情報の提

供を行う事務を追加するため、当該条例の一部を改正するものです。 

２．概要 

(１)  標準準拠システムに実装された「住登外者宛名番号管理機能」を用いる「住登

外者宛名番号を付番・管理をする事務」が独自利用事務に該当すること及び当該

機能を用いて住登外者宛名番号を付番・管理することは、他の事務（業務）処理

の遂行を目的として行われるものであることから、個人番号を利用及び提供を行

う事務に追加します。 

（別表第１、別表第２、別表第３関係） 

(２) この条例は、令和８年１月１日から施行します。 

（附則関係） 
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議第 82 号 

下呂市職員の育児休業等に関する条例及び下呂市職員の勤

務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について 

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 人事院規則の一部改正に伴い、育児時間の多様化への対応及び育児に係る両立支援制

度を利用しやすい勤務環境とする整備を行うため、当該条例の一部を改正するもの。 
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下呂市職員の育児休業等に関する条例及び下呂市職員の勤務時間、休

暇等に関する条例の一部を改正する条例 

（下呂市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 下呂市職員の育児休業等に関する条例（平成16年下呂市条例第36号）の一部を次のように

改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第18条 育児休業法第19条第１項に規定する条

例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

第18条 育児休業法第19条第１項に規定する条

例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(１) （略）  (１) （略) 

(２) 勤務日の日数を考慮して市の規則で定

める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公

務員法第22条の４第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員（以下「定年前再任

用短時間勤務職員等」という。）を除く。

次条において同じ。） 

(２) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時

間を考慮して市の規則で定める非常勤職員

以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の

４第１項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員等」という。）を除く。） 

（第１号部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第19条 育児休業法第19条第２項第１号に掲げ

る範囲内で請求する同条第１項に規定する部

分休業（以下「第１号部分休業」という。）

の承認は、30分を単位として行うものとする。

第19条 部分休業（育児休業法第19条第１項に

規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承

認は、勤務時間条例第８条第１項に規定する

正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用

短時間勤務職員等を除く。以下この条におい

て同じ。）にあっては、当該非常勤職員につ

いて定められた勤務時間）の始め又は終わり

において、30分を単位として行うものとする。

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間

（以下「育児時間」という。）又は勤務時間

条例第16条の２第１項の規定による介護時間

の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員

を除く。）に対する第１号部分休業の承認に

２ 労働基準法第67条の規定による育児時間

（以下「育児時間」という。）又は勤務時間

条例第16条の２第１項の規定による介護時間

の承認を受けて勤務しない職員（非常勤職員

を除く。）に対する部分休業の承認について

-105-



改  正  後 改  正  前 

ついては、１日につき２時間から当該育児時

間又は当該介護時間の承認を受けて勤務しな

い時間を減じた時間を超えない範囲内で行う

ものとする。 

は、１日につき２時間から当該育児時間又は

当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内で行うものと

する。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認

については、１日につき、当該非常勤職員に

ついて１日につき定められた勤務時間から５

時間45分を減じた時間を超えない範囲内で

（当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の

福祉に関する法律（平成３年法律第76号）第

61条第32項において読み替えて準用する同条

第29項の規定による介護をするための時間

（以下「介護をするための時間」という。）

の承認を受けて勤務しない場合にあっては、

当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間

から当該育児時間又は当該介護をするための

時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた

時間を超えない範囲内で）行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認につい

ては、１日につき、当該非常勤職員について

１日につき定められた勤務時間から５時間45

分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非

常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律（平成３年法律第76号）第61条第32

項において読み替えて準用する同条第29項の

規定による介護をするための時間（以下「介

護をするための時間」という。）の承認を受

けて勤務しない場合にあっては、当該時間を

超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育

児時間又は当該介護をするための時間の承認

を受けて勤務しない時間を減じた時間を超え

ない範囲内で）行うものとする。 

（第２号部分休業の承認） 

第19条の２ 育児休業法第19条第２項第２号に

掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定す

る部分休業（以下「第２号部分休業」という。）

の承認は、１時間を単位として行うものとす

る。ただし、次の各号に掲げる場合にあって

は、それぞれ当該各号に定める時間数の第２

号部分休業を承認することができる。 

(１) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に

分を単位とした時間がある場合であって、

当該勤務時間の全てについて承認の請求が
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改  正  後 改  正  前 

あったとき 当該勤務時間の時間数 

(２) 第２号部分休業の残時間数に１時間未

満の端数がある場合であって、当該残時間

数の全てについて承認の請求があったとき

当該残時間数 

（育児休業法第19条第２項の条例で定める１

年の期間） 

第19条の３ 育児休業法第19条第２項の条例で

定める１年の期間は、毎年４月１日から翌年

３月31日までとする。 

（育児休業法第19条第２項第２号の人事院規

則で定める時間を基準として条例で定める時

間） 

第19条の４ 育児休業法第19条第２項第２号の

人事院規則で定める時間を基準として条例で

定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分

に応じ、当該各号に定める時間とする。 

(１) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

(２) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日

１日当たりの勤務時間数に10を乗じて得た

時間 

（育児休業法第19条第３項の条例で定める特

別の事情） 

第19条の５ 育児休業法第19条第３項の条例で

定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病

により入院したこと、配偶者と別居したこと

その他の同条第２項の規定による申出時に予

測することができなかった事実が生じたこと
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改  正  後 改  正  前 

により同条第３項の規定による変更（以下「第

３項変更」という。）をしなければ同項の職

員の小学校就学の始期に達するまでの子の養

育に著しい支障が生じると任命権者が認める

事情とする。 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第20条 職員が育児休業法第19条第１項に規定

する部分休業の承認を受けて勤務しない場合

には、給与条例第18条の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、同条例第22条

に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額

して支給する。 

第20条 職員が部分休業の承認を受けて勤務し

ない場合には、給与条例第18条の規定にかか

わらず、その勤務しない１時間につき、同条

例第22条に規定する勤務１時間当たりの給与

額を減額して支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由） 

第21条 育児休業法第19条第６項において準用

する育児休業法第５条第２項の条例で定める

事由は、職員が第３項変更をしたときとする。

第21条 第14条の規定は、部分休業について準

用する。 

（下呂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 下呂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成16年下呂市条例第35号）の一部を次の

ように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（介護休暇） （介護休暇） 

第16条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則

で定める者（第18条の３第１項において「配

偶者等」という。）で負傷、疾病又は老齢に

より規則で定める期間にわたり日常生活を営

第16条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同

じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則

で定める者（第16条の３第１項において「配

偶者等」という。）で負傷、疾病又は老齢に

より規則で定める期間にわたり日常生活を営
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改  正  後 改  正  前 

むのに支障があるものをいう。以下同じ。）

の介護をするため、任命権者が、規則の定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介

護者の各々が当該介護を必要とする一の継続

する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算

して６月を超えない範囲内で指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において勤

務しないことが相当であると認められる場合

における休暇とする。 

むのに支障があるものをいう。以下同じ。）

の介護をするため、任命権者が、規則の定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介

護者の各々が当該介護を必要とする一の継続

する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算

して６月を超えない範囲内で指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において勤

務しないことが相当であると認められる場合

における休暇とする。 

２ （略) ２ （略) 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った

職員に対する意向確認等） 

第16条の３ 任命権者は、職員の配偶者等が当

該職員の介護を必要とする状況に至ったこと

を申し出たときは、当該職員に対して、仕事

と介護との両立に資する制度又は措置（以下

この条及び次条において「介護両立支援制度

等」という。）その他の事項を知らせるとと

もに、介護両立支援制度等の申告、請求又は

申出（次条において「請求等」という。）に

係る当該職員の意向を確認するための面談そ

の他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が40

歳に達した日の属する年度（４月１日から翌

年の３月31日までをいう。）において、前項

に規定する事項を知らせなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第16条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等

の請求等が円滑に行われるようにするため、
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改  正  後 改  正  前 

次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係

る研修の実施 

(２) 介護両立支援制度等に関する相談体制

の整備 

(３) その他介護両立支援制度等に係る勤務

環境の整備に関する措置 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等

に対する意向確認等） 

第18条の２ 任命権者は、下呂市職員の育児休

業等に関する条例（平成16年３月１日条例第

36号）第22条第１項の措置を講ずるに当たっ

ては、同条の規定による申出をした職員（以

下この項において「申出職員」という。）に

対して、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

(１) 申出職員の仕事と育児との両立に資す

る制度又は措置（次号において「出生時両

立支援制度等」という。）その他の事項を

知らせるための措置 

(２) 出生時両立支援制度等の請求、申告又

は申出（以下「請求等」という。）に係る

申出職員の意向を確認するための措置 

(３) 下呂市職員の育児休業等に関する条例

第22条の規定による申出に係る子の心身の

状況又は育児に関する申出職員の家庭の状

況に起因して当該子の出生の日以後に発生

し、又は発生することが予想される職業生

活と家庭生活との両立の支障となる事情の

改善に資する事項に係る申出職員の意向を
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改  正  後 改  正  前 

確認するための措置  

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する

職員（以下この項において「対象職員」とい

う。）に対して、規則で定める期間内に、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 対象職員の仕事と育児との両立に資す

る制度又は措置（次号において「育児期両

立支援制度等」という。）その他の事項を

知らせるための措置 

(２) 育児期両立支援制度等の請求等に係る

対象職員の意向を確認するための措置 

(３) 対象職員の３歳に満たない子の心身の

状況又は育児に関する対象職員の家庭の状

況に起因して発生し、又は発生することが

予想される職業生活と家庭生活との両立の

支障となる事情の改善に資する事項に係る

対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号

の規定により意向を確認した事項の取扱いに

当たっては、当該意向に配慮しなければなら

ない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った

職員等に対する意向確認等） 

第18条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当

該職員の介護を必要とする状況に至ったこと

を申し出たときは、当該職員に対して、仕事

と介護との両立に資する制度又は措置（以下

この条及び次条において「介護両立支援制度

等」という。）その他の事項を知らせるとと

もに、介護両立支援制度等の請求等に係る当
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改  正  後 改  正  前 

該職員の意向を確認するための面談その他の

措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が40

歳に達した日の属する年度（４月１日から翌

年の３月31日までをいう。）において、前項

に規定する事項を知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第18条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等

の利用に係る請求等が円滑に行われるように

するため、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

(１) 職員に対する介護両立支援制度等に係

る研修の実施 

 (２) 介護両立支援制度等に関する相談体制

の整備 

(３) その他介護両立支援制度等に係る勤務

環境の整備に関する措置 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 育児休業法第19条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３

月31日までの間における部分休業の承諾の請求をする場合におけるこの条例による改正後の下呂

市職員の育児休業等に関する条例第19条の４の規定の適用については、同条第１号中「77時間30

分」とあるのは「38時間45分」と、同条第２号中「10」とあるのは「５」とする。 
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                        【参考資料】 

下呂市職員の育児休業等に関する条例及び下呂市職員の勤務

時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例要綱 

１．改正理由 

人事院規則の一部改正に伴い、育児時間の多様化への対応及び育児に係る両立支援

制度を利用しやすい勤務環境とする整備を行うため、当該条例の一部を改正するもの

です。 

２．概要 

(１) 現行の「１日につき２時間を超えない範囲内」の育児時間を取得できる部分休

業を「第１号部分休業」に改めます。 

(２) 職員が第１号部分休業を請求した場合において、勤務時間の始め又は終わりに

限り承認可能とする取扱いを廃止します。 

（第１条による改正中第 19 条関係） 

 (３) 「１年につき人事院規則で定める時間を超えない範囲内」の育児時間を取得で

きる「第２号部分休業」を新設します。 

 (４) 職員が第２号部分休業を請求した場合にあっては１時間を単位として承認する

ものとします。ただし、以下の場合においては、例外的に以下に掲げる時間数を

承認できることとします。 

   ① １回の勤務に割り振られている勤務時間に１時間未満の端数があり、職員が

その勤務時間の全てについて承認を請求した場合 割り振られた勤務時間数 

   ② 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数があり、職員がその残時間数

の全てについて部分休業を請求した場合 残時間数 

（第１条による改正中第 19 条の２関係） 

 (５) 部分休業の請求を申し出る単位期間は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までと

します。 

（第１条による改正中第 19 条の３関係） 

 (６) 職員が１年につき請求できる第２号部分休業の上限は、単位期間につき次のと

おりとします。 

   ① 常勤職員 77 時間 30 分 
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   ② 非常勤職員 １日当たりの勤務時間に 10 を乗じて得た時間 

（第１条による改正中第 19 条の４関係） 

 (７) 職員が部分休業の請求パターンの申出の内容を変更することができる特別の事

情は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他

の申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより、申出の変更を

行わなければ部分休業に係る子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める

事情とします。 

（第１条による改正中第 19 条の５関係） 

 (８) 部分休業の取消事由を整理し、「特別の事情が生じたことにより、職員が部分休

業の申出の内容を変更したとき」とします。 

（第１条による改正中第 21 条関係） 

 (９) 本人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出た職員に対する育児休業制度の情報提

供等に併せて以下を行うことを義務付けます。 

   ① 仕事と育児との両立支援制度等に関する情報の提供 

   ② 仕事と育児との両立支援制度等の利用に係る意向確認のための措置 

   ③ 当該申出に係る子の心身の状況又は育児に関する当該申出をした職員の家庭

の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが予測さ

れる職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る

当該職員の意向確認のための措置 

   ④ ③により意向を確認した事項への配慮 

（第２条による改正中第 18 条の２第１項関係） 

 (10) ３歳に満たない子を養育する職員に対して一定の期間内に以下を行うことを義

務付けます。 

   ① 仕事と育児との両立支援制度等に関する情報の提供 

   ② 仕事と育児との両立支援制度等の利用に係る意向確認のための措置 

   ③ 当該職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する当該職員の家庭

の状況に起因して発生し、又は発生することが予測される職業生活と家庭生活

との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係る当該職員の意向確認のた

めの措置 

   ④ ③により意向を確認した事項への配慮 

（第２条による改正中第 18 条の２第２項関係） 
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(11) この条例は、令和７年 10 月 1 日から施行します。 

（附則第１項関係） 

(12) 令和７年 10 月１日から令和８年３月 31 日までの間における第２号部分休業の

上限は、次のとおりとします。 

① 常勤職員 38 時間 45 分 

② 非常勤職員 １日当たりの勤務時間に５を乗じて得た時間 

（附則第２項関係） 
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議第 83 号 

下呂市基金条例の一部を改正する条例について 

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 芸術文化の振興及び持続的な観光まちづくりの推進を目的に基金を設置及び廃止する

ため、当該条例の一部を改正するもの。 
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下呂市基金条例の一部を改正する条例

下呂市基金条例（平成16年下呂市条例第56号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（設置） （設置） 

第３条 積立基金として設置する基金の名称、

設置の目的及び積立額は、次のとおりとす

る。 

第３条 積立基金として設置する基金の名称、

設置の目的及び積立額は、次のとおりとす

る。 

基金の

名称 

設置の目的 積立

額 

基金の

名称 

設置の目的 積立

額 

(１)～(11) （略）  (１)～(11) （略） 

(12) 

下呂

市温

泉地

再開

発基

金 

観光施設等の拡充整

備を図るため 

市長

が定

める

額 

(12)～(26) （略） (13)～(27) （略） 

(27) 

下呂

市ア

ート

プロ

ジェ

クト

基金 

市内で開催する芸術

祭に要する経費の財

源に充てるため 

市長

が定

める

額 

(28) 

下呂

市宿

泊税

活用

観光客の受入環境整

備等に要する経費の

財源に充てるため 

市長

が定

める

額 
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改  正  後 改  正  前 

事業

基金 

(29) 

下呂

市入

湯税

活用

事業

基金 

温泉の保護活用、宣

伝誘客事業等に要す

る経費の財源に充て

るため 

市長

が定

める

額 

２ （略） ２ （略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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【参考資料】 

下呂市基金条例の一部を改正する条例要綱 

１．改正理由 

  芸術文化の振興及び持続的な観光まちづくりの推進を目的に基金を設置及び廃止する

ため、当該条例の一部を改正するものです。 

２．概要 

(１) 下呂市で開催する芸術祭の運営並びに作品の制作及び維持管理等関連事業に要

する経費の財源とする「下呂市アートプロジェクト基金」を新たに設置します。  

（第３条関係） 

(２) 「下呂市温泉地再開発基金」を廃止し、観光客の受入環境整備等のため宿泊税の

一部を積立てて財源とする「下呂市宿泊税活用事業基金」及び温泉の保護や宣伝誘

致事業等のため入湯税の一部を積立てて財源とする「下呂市入湯税活用事業基金」

を新たに設置します。  

（第３条関係） 

(３) この条例は、公布の日から施行します。 

          （附則関係） 

-119-



議第 84 号 

下呂市火入れに関する条例の一部を改正する条例について 

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 気象庁が使用する基準に合わせて文言を訂正するため、当該条例の一部を改正するも

の。 
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下呂市火入れに関する条例の一部を改正する条例 

下呂市火入れに関する条例（平成16年下呂市条例第127号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（許可の申請） （許可の申請） 

第２条 森林法第21条第１項の規定に基づき火

入れの許可を受けようとする者（以下「申請

者」という。）は、火入れを行おうとする期

間（以下「火入予定期間」という。）の開始

する日の７日前までに、規則に定める方法に

より市長に申請しなければならない。 

第２条 森林法第21条第１項の規定に基づき火

入れの許可を受けようとする者（以下「申請

者」という。）は、火入れを行おうとする期

間（以下「火入予定期間」という。）の開始

する日の７日前までに、様式第１号による申

請書２通に、次に掲げる書類を添え、市長に

提出しなければならない。 

(１) 火入れを行おうとする土地（以下「火

入地」という。）及びその周囲の現況並び

に防火の設備の位置を示す見取図 

(２) 火入地が、申請者以外の者が所有し、

又は管理する土地であるときは、その所有

者又は管理者の承諾書 

(３) 申請者が、請負（委託）契約に基づき

火入れを行おうとする者である場合には、

請負（委託）契約書の写し 

２ 申請者は、火入地において火入れの実施を

指揮監督する者（以下「火入責任者」という。）

を定め、申請書に明示しなければならない。 

（許可証の交付等） 

第４条 市長は、火入れの許可をするときは、

森林法第21条第１項の規定に基づき、第８条

から第15条まで及び第16条第４項の規定を遵

守してこれらを行うべき旨その他火入れの適

正な実施を確保するために必要な事項を指示

するものとし、当該指示事項を記載した様式
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改  正  後 改  正  前 

第２号による許可証（以下「火入許可証」と

いう。）を交付するものとする。 

２ 市長は、火入れを不許可とするときは、そ

の旨及びその理由を記載した書面を申請者に

交付するものとする。 

第４条～第７条 （略） 第５条～第８条 （略） 

（火入許可証の返納） 

第９条 火入者は、火入れが終了したとき、又

は火入れの許可の対象期間を経過したとき

は、速やかに市長に火入許可証を返納しなけ

ればならない。 

第８条～第11条 （略） 第10条～第13条 （略） 

（火入れの中止） （火入れの中止） 

第12条 火入者又は火入責任者は、火入れの許

可の期間中であっても、強風注意報、乾燥注

意報又は火災警報が発表された場合には、火

入れを行ってはならない。 

第14条 火入者又は火入責任者は、火入れの許

可の期間中であっても、強風注意報、異常乾

燥注意報又は火災警報が発令された場合に

は、火入れを行ってはならない。 

２ 火入責任者は、火入れ中に風勢等によって

他に延焼するおそれがあると認められるとき

又は前項に規定する注意報若しくは警報が発

表されたときには、速やかに消火しなければ

ならない。 

２ 火入責任者は、火入れ中に風勢等によって

他に延焼するおそれがあると認められるとき

又は強風注意報、異常乾燥注意報又は火災警

報が発令されたときには、速やかに消火しな

ければならない。 

第13条・第14条 （略） 第15条・第16条 （略） 

 （委任） 

第15条 この条例の施行について必要な事項
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改  正  後 改  正  前 

は、規則で定める。 
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改  正  後 
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改  正  前 

 様式第１号（第２条関係） 

火 入 許 可 申 請 書

年  月  日 

 下呂市長     様

申請者 住 所          

氏 名        ○印

 次のように火入れを行いたいので許可されたく「下呂市火入れに関する条例」第

２条の規定により申請します。

火

入

地

所 在 地

所 有 者
（管理者）

地 種 区 分  保安林（     ）、普通林、原野、その他（     ）

所 有 区 分  国有地（     ）、公有地（     ）、私有地

面 積  総面積        ha

火 入 れ 期 間     年  月  日～  年  月  日（    日間）

火 入 れ 目 的 １地ごしらえ ２開墾準備 ３害虫駆除 ４焼畑 ５採草地改良

火 入 れ 方 法

防

火

体

制

火入従事者   男   人、   女   人、   計    人

防 火 帯   延長   ｍ、    幅員   ｍ

器 具
鋸、鉈、鎌、スコップ、火たたき、チェンソー、水のう付手動ポ

ンプ

火 入 責 任 者

備 考
 （添付書類  通）

 （注） 
  １ 保安林の（ ）の中には保安林種を記入 
  ２ その他の（ ）には土地現況を記入 
  ３ 所有区分の（ ）には所有形態の細分（部分林、部落有林、社寺有林等）を記入 
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改  正  後 
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改  正  前 

様式第２号（第４条関係） 

火   入   許   可   証 

年  月  日 

 許可番号    号

 申請人     様

下呂市長         □印

     月  日付け申請のあった火入れは、下記のとおり許可する。

火 入 場 所

面 積   総面積          ha

目 的

期 間     年  月  日～  年  月  日 （  日間）

火 入 責 任 者

指 示 事 項

備 考
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附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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                        【参考資料】 

下呂市火入れに関する条例の一部を改正する条例要綱 

１．改正理由 

気象庁が使用する基準に合わせて文言を訂正するため、当該条例の一部を改正する

ものです。 

２．概要 

(１) 申請方法等の詳細な手続き及び様式を規則に委任します。 

（第２条、改正前第４条、改正前第９条、第 15 条、様式第１号、様式第２号関係） 

(２) 気象庁の基準に準じ、文言を改めます。 

（第 12 条関係） 

(３) この条例は、公布の日から施行します。 

（附則関係） 
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議第 85 号 

下呂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

について 

  上記の条例を別紙のとおり定めることについて、議会の議決を求める。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

提 案 理 由 

 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の一部改正に伴い、当該条例の一部を改正

するもの。 
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下呂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

下呂市消防団員等公務災害補償条例（平成16年下呂市条例第151号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

（特殊公務に従事する非常勤消防団員及び非

常勤水防団員の特例） 

（特殊公務に従事する非常勤消防団員及び非

常勤水防団員の特例） 

第18条の２ 非常勤消防団員又は非常勤水防団

員がその生命又は身体に対する高度の危険が

予測される状況の下において、火災の鎮圧又

は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、地

盤の液状化その他の異常な自然現象若しくは

火災、爆発、その他これらに類する異常な事

態の発生時における人命の救助、その他の被

害の防御に従事し、そのため公務上の災害を

受けた場合における当該災害に係る傷病補償

年金、障害補償又は遺族補償については、第

８条の２第２項、第９条第３項若しくは第４

項又は第12条第１項の額は、それぞれ当該額

に100分の50（傷病補償年金のうち、第１級の

傷病等級に該当する障がいに係るものにあっ

ては100分の40、第２級の傷病等級に該当する

障がいに係るものにあっては100分の45、障害

補償のうち、第１級の障害等級に該当する障

がいに係るものにあっては100分の40、第２級

の障害等級に該当する障がいに係るものにあ

っては、100分の45）を乗じて得た額を加算し

た額とし第16条の２第１項の額は、同項本文

に規定する額に100分の50を乗じて得た額を

加算した額（第16条第２号の場合にあっては、

その額から既に支給された遺族補償年金の額

を控除した額）とする。 

第18条の２ 非常勤消防団員又は非常勤水防団

員がその生命又は身体に対する高度の危険が

予測される状況の下において、火災の鎮圧又

は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波その

他の異常な自然現象若しくは火災、爆発、そ

の他これらに類する異常な事態の発生時にお

ける人命の救助、その他の被害の防御に従事

し、そのため公務上の災害を受けた場合にお

ける当該災害に係る傷病補償年金、障害補償

又は遺族補償については、第８条の２第２項、

第９条第３項若しくは第４項又は第12条第１

項の額は、それぞれ当該額に100分の50（傷病

補償年金のうち、第１級の傷病等級に該当す

る障がいに係るものにあっては100分の40、第

２級の傷病等級に該当する障がいに係るもの

にあっては100分の45、障害補償のうち、第１

級の障害等級に該当する障がいに係るものに

あっては100分の40、第２級の障害等級に該当

する障がいに係るものにあっては、100分の

45）を乗じて得た額を加算した額とし第16条

の２第１項の額は、同項本文に規定する額に

100分の50を乗じて得た額を加算した額（第16

条第２号の場合にあっては、その額から既に

支給された遺族補償年金の額を控除した額）

とする。 

附 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。 
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                           【参考資料】 

下呂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

要綱 

１．改正理由 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の一部改正に伴い、当該条例の一部を改

正するものです。 

２．概要 

(１) 災害の定義において、異常な自然現象の例示として「地盤の液状化」を追加し 

ます。 

（第 18 条の２関係） 

(２) この条例は、公布の日から施行します。 

（附則関係） 
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令和６年度下呂市一般会計及び特別会計決算の認定について 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第３項の規定により、令和６年度下呂

市一般会計及び特別会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の

認定に付す。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

認第１号 令和６年度下呂市一般会計決算の認定について 

認第２号 令和６年度下呂市国民健康保険事業特別会計（事業勘定）決算の認定に 

ついて 

認第３号 令和６年度下呂市後期高齢者医療特別会計決算の認定について 

認第４号 令和６年度下呂市介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）決算の認定に 

ついて 

認第５号 令和６年度下呂市介護保険特別会計（保険事業勘定）決算の認定について 

認第６号 令和６年度下呂市国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）決算の認定に 

ついて 

認第７号 令和６年度下呂市下呂財産区特別会計決算の認定について 

認第８号 令和６年度下呂市学校給食費特別会計決算の認定について 
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令和６年度下呂市公営企業会計決算の認定について 

 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 30 条第４項の規定により、令和６年度

下呂市公営企業会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定

に付す。 

令和７年９月２日提出 

下呂市長  山 内  登 

認第９号 令和６年度下呂市水道事業会計決算の認定について 

認第 10 号 令和６年度下呂市下水道事業会計決算の認定について 

認第 11 号 令和６年度下呂市下呂温泉合掌村事業会計決算の認定について 

認第 12 号 令和６年度下呂市立金山病院事業会計決算の認定について 

-135-


